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港湾整備における投資の重点化 
～重点化財源を捻出するための１７年度措置内容～ 

 

・重要港湾の利用度を評価し、利用促進に重点をおくべき重要港湾においては、

新規事業を行うとしても改良工事に限定するとともに、継続中の事業につい

ても不断の見直しを行い、投資の縮減を図る。（別紙１） 

⇒係留施設の建設工事に占める改良工事のシェアは、17年度予算案では５

年前に比べ倍増（図１）（12年度 16%→17年度予算案 36％） 

⇒継続事業の見直しにより、事業費 100 億円以上の投資を縮減 

 

・地方港湾統合の推進による投資の縮減（別紙２） 

⇒約 20 港（28 港→約 10 港程度へ統合見込み）の港数削減 

（約80億円の後年度事業費の縮減） 

 

・事業実施箇所数等の絞り込み 

   地方港湾における事業を厳に抑制 

⇒事業実施港数（図２） 

     210港（対前年度比▲16港、平成８年度比▲50％） 

   重要港湾の小規模施設の新設は厳に抑制 

⇒事業実施箇所数（図３） 

740 箇所（対前年度比▲50 箇所、平成８年度比▲45％） 

Ｈ８比 ▲５０％ 

Ｈ８比 ▲４５％ 
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図２ 地方港湾事業実施港数 
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図１ 改修事業に占める改良のシェア 
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図３ 重要港湾事業実施箇所数 
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 重要港湾（１０５港）の
利用状況の分析  

③施設利用船舶係留時間  

②施設利用船舶隻数  

①取扱貨物量  

評価指標化  

○各データの岸壁の単位延長  
 当たりの量  
○各データの伸び率  

 重要港湾（特定重要港湾を除く105港）を、利用特性に応じ 
  て「利用促進重点港湾」と「高度利用推進港湾」に区分する。 
 「利用促進重点港湾」では、既存ストックの有効活用を進め、 
  「高度利用推進港湾」では、新規投資にあたっての評価のよ 
  り一層の厳密化やコスト縮減等の重点化を進めることにより、 
  投資の効率化を図る。 

今後の重要港湾への投資の考え方  

 当該重要港湾の現有係留施設が国際・国内海上輸送網（物

流・人流）の拠点としての役割を果たすべく適切に利用されてい

るかを総合評価  

総合評価 

利用促進重点港湾

国と地域とが協同して利用

促進に取り組むことにより、

今後の利用向上が望まれる

港湾   

高度利用推進港湾 
効率的・効果的な新規投資

により、更に利用の増進が

見込まれる港湾   

（４０港程度） （６０港程度） 

利用促進重点港湾の選定については、概ね５年毎（次回は次期長期計画  
の開始前年度（平成19年度））に見直すこととする。 

（別紙１） 
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＜目的＞ 
 港湾管理者と国が連携しながら政策的に港湾の統合を進め、分散投資な

どの解消を図ることによる効率的・効果的な港湾の投資・運営をめざす。

港湾統合の推進

＜統合による効果＞ 
・港湾の施設などの投資効率化  
    → 適切な機能の分担、配置計画、整備計画  
・港湾運営の効率化      
    → 各種手続、事務の省力化  
 
想定される各港湾管理者等のメリット 
 港湾の広域的な機能分担、港湾投資の重点化が図ることができる。 
 港湾の運営上、柔軟な利用環境を提供できる。 
 港湾統計調査や港湾計画策定など、各種の事務手続きが省力化される。   等  

港湾統合支援措置（港湾施設改良費統合補助） 
 

  市町村管理港湾に係る補助採択基準の下限の引き上げ（現状：5,000万円
→H17:7,000万円）に際し、平成17～19年度の３年間に国土交通大臣が同意

した事業計画に基づく事業については据え置き。 
 

  事業計画を優先的に採択。 

 平成17年度中を目途に、

統合により、港湾数は約20

港減少見込み（港湾数は28

港から約10港程度へ統合さ

れる見込み）。 

（北海道） 
船泊（ふなどまり）港 

香深（かぶか）港

牛窓（うしまど）港
鹿忍（かしの）港

（岡山県） 小用（こよう）港 

三高（みたか）港 

中田（なかた）港 

鹿川（かのかわ）港 

大柿（おおがき）港  

（広島県） 

伊美（いみ）港 

櫛来（くしく）港 

熊毛（くまげ）港  

向田（むかた）港 

富来（とみく）港  

国東（くにさき）港 

武蔵（むさし）港 

（大分県） 

直海（のうみ）港  

古江（ふるえ）港  

（宮崎県） ２ 港 程
度

（高知県） ２港程度
（徳島県）

家島（いえしま）港 

網手（あで）港

（兵庫県）

本部（もとぶ）港 

渡久地（とぐち）港 

浜崎（はまさき）港 

瀬底（せそこ）港  

（沖縄県）

【統合予定港湾】 

※港名の記載がないもの  
  は調整中  

（別紙２） 


